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平成３１年度　第二回　中央技能検定委員会

特級　光学機器製造
　平成３１年４月１９日（金）、新宿区のAPビル会議室に於いて、平成３１年度　第二回　中央技能検定委員会が開催されました。（株）トプコン、㈱ニコン、キヤノン（株）、オリンパス㈱の委員とともに、当協会からは、事務局長が出席致しました。

１．出題に関する審議（学科・実技）

２．代表確認依頼

３．次年度作題依頼

４．その他
平成３１年度第一回ＩＳＯ上層委員会報告会

４月１５日（月）午後、港区三田の一般財団法人日本規格協会会議室において、平成３１年度第一回ＩＳＯ上層委員会報告会が開催されました。
１．＜第７４回ISO/TMB（技術管理評議会）報告＞　　経済産業省　産業技術環境局基準認証経済連携室長　松本　満男氏（TMBメンバー）→報告書より抜粋。
①任務
●ISO規格作成に関する簡易事務的事項

TC/SC/PCの設置・配置、議長任命、幹事国割当、ISO/IEC専門業務指針改定等

●ISO規格作成に関する戦略的事項

規格開発の効率化・迅速化、TC/SC戦略ビジネスプランの審議承認等

②メンバー

●TMB議長：MS. Sauw Kook Choy（シンガポール）

●TMBメンバー（１４名）米国、英国、独国、仏国、日本、中国、スウエーデン、スイス、豪、韓国、ジャマイカ、ノルウエー、イラン、カナダ
●ISO中央事務局　３名　　　●IEC中央事務局　１名

【議題３．１．１】多様な利害関係者を巻き込むための戦略
●ISOにおいて多様な利害関係者（次世代や女性）を巻き込むことの重要性及び国家標準としての責任とTMBの役割を確認。
【議題３．２．１】ISO・IEC・ITU間の効果的な協力（合同TF15）
●昨年来提案されていた、ISO・IEC・ITU間の標準化プログラムコーデイネーショングループ（SPCG）の改訂版ToRをITU-Tが承認。

【議題３．２．２】SAG on Accessibilityに関するメンバーシップ

●２０１８年９月のTMB会合において、アクセシビリテイーに関するSCG（幹事国：スウエーデン）、事務局：ISO/CSの設置を決定。
【議題３．４．１】合同スマートシテイ―TF（JSCTF）の設置
●２０１８年６月TMBはISO/IEC/ITUの３機関によるJSCTF創設を推奨。
●最終報告書及び推奨事項を２０２０年末まで。
【議題５．１．１】ISO/TC59（構築物）におけるデジタル化対応
【議題５．１．２】ISO委員会における倫理的問題
【議題５．２．２】TC270（プラスチック及びゴム加工機械）議長の再任
【議題７．１．１】Committee　Managerへの名称変更
【議題７．１．２】投票期間中の協議
【議題７．３】COPOLCOからのISO/IEC　Guideの見直し提案
【議題８．１．１】WG会議における登録期限について
【議題８．１．２】フィードバック調査のWGへの拡大
【議題９．２．１】SMCCの最新情報

２．第１０８回ISO理事会報告　　　　　　　（一財）日本規格協会　国際標準化ユニット副ユニット長　　　若井博雄様
ISOの組織
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技術管理委員会

ISO理事会関連会議

２月

１９日：CSC/SP

２０日：次期ISO戦略策定のためのワークショップ

２１日：理事会
ISO幹部の国籍：２７ヶ国３０人

ISO幹部役員：カナダ、ケニヤ、イギリス、シンガポール、オーストラリア、スイス、チリ

理事会委員：ブラジル、フランス、米国、インド、イギリス、インドネシア、ドイツ、マレーシア、クロアチア、エクアドル、チュニジア、コスタリカ、アルゼンチン、日本、カザフスタン、中国、サウジアラビア、スウエーデン、スイス、スペイン

政策委員会議長：南アフリカ、アルゼンチン、レバノン

議題：

■販売政策アドバイザーグループ（CPAG）２月６日

■販売政策委員会（CSC/SP）２月２７日

■ISO理事会（ISO/CS）２月２８日～３月１日

■途上国政策委員会（DEVCO/CAG）３月１４日～１５日

Agenda:

1. Outlook on the global economy and international trade

2. Priorities and actions since last Council session

3. International Standards: Advancing the Global Agenda

4. Update on ISO General Assembly
「２０２０年度大学、短期大学及び高等専門学校・修了予定者に係る就職について(申合せ)
（２０１９年３月２５日付）

(以下抜粋)
　標記のことについて、我々国公私立の大学、短期大学及び高等専門学校(以下「大学等」という。)　で構成する就職問題懇談会では、大学等卒業・修了予定者の就職・採用活動の秩序を維持し、正常な学校教育と学生の学修環境を確保するとともに、学生が自己の能力や適性に応じて適切に職業を選択できるようにするため、大学等が取り組むべき内容をまとめた「２０２０年度大学、短期大学及び高等専門学校卒業・修了予定者に係る就職について(申合せ)」を定めました。
　就職・採用活動については、学生の学修環境の確保を図るため、大学側と企業側で長年にわたり、活動の早期化・長期化の是正について議論を行ってきました。現行の就職・採用活動の枠組みで示される就職・採用活動開始時期（広報活動３月・採用選考活動６月）については、就職活動の極端な早期化・長期化を抑制し、秩序ある就職活動に貢献するとともに、学生の学修環境確保への良い影響が確認されているところです。また、日程を含めた現行の枠組みは４年連続で維持されており、学生・大学・企業の間でおおむね共有されているところでもあります。

　これらのことから、無用な混乱をさけるためにも、現行の日程と枠組みを維持するべく、本申合せを策定しました。

各大学等においては、全教職員が協力し、全学的に申し合わせを実行する所存ですので、各企業にも御理解・ご協力をお願いいたしたく、貴団体から加盟企業に対して、周知徹底いただきますようお願い申し上げます。
過重労働による健康障害防止のための総合対策の改正について
（厚生労働省基発０４０１第４２号）（厚生労働省雇均発第３７号）
 (以下抜粋)
　厚生労働省労働基準局長、及び厚生労働省雇用環境・均等局長より、当協会会長宛に以下の協力要請がございました。以下に抜粋を記します。

　労働行政の運営につきましては、日頃から格別の御協力を賜り厚く御礼申し上げます。さて、長時間にわたる過重な労働は、疲労の蓄積をもたらす最も重要な要因と考えられ、さらには、脳・心臓疾患の発症との関連性が強いという医学的知見が得られております。働くことにより労働者が健康を損なうようなことはあってはならないものであり、この医学的見地を踏まえますと、労働者が疲労を回復することができないような長時間にわたる過重労働を排除していくとともに、労働者に疲労の蓄積を生じさせないようにするため、労働者の健康管理に係る措置を適切に実施することが重要です。（中略）

　今般、今回の労働基準法及び労働安全衛生法等の改正の趣旨を踏まえ、総合対策の見直しを行いましたので、貴団体におかれましても、本総合対策の趣旨を御理解いただき、会員その他関係事業場に対し、本総合対策の周知とともに、本総合対策のうち事業者が講ずべき措置の実施の指導につき特段のご配慮を賜りますようお願いいたします。

２０１９年工業統計調査の実施における広報依頼について

（総統経第４８号）（２０１９０３１４統第２号）

(以下抜粋)
総務大臣、及び経済産業大臣より、当協会会長宛に以下の協力要請がございました。以下に抜粋を記します。

　日頃より政府が実施する各種統計調査に御理解を賜り、厚く御礼申し上げます。
この度、総務省・経済産業省では、２０１９年工業統計調査を２０１９年６月１日現在で実施いたします。

　工業統計調査は、統計法（平成１９年法律第５３号）に基づく報告義務のある調査（基幹統計調査）として我が国製造業の実態を明らかにすることを目的に実施しており、「製造業の国勢調査」とも言われております。この調査結果は、総務省・経済産業省はもとより、政府、都道府県及び市区町村の実施する各種行政施策の基礎資料として使われるほか、企業、大学などでの研究資料、小・中・高等学校などの教材など、広く利用されております。
　本調査を円滑に実施するためには、調査対象企業・事業所の方々に調査の趣旨を御理解いただき、調査にご回答いただくことが必要不可欠です。

　つきましては、貴団体に属する各企業及び各事業所に対して、調査への御理解を頂きますようお願い申し上げますとともに、貴団体の機関紙(誌)、刊行物への掲載及び会議等におきましても工業統計調査の周知をして頂きたく、よろしくお願い申し上げます。

http://www.stat.go.jp/data/kkj/index.html
平成３１年度全国安全週間の実施に伴う協力依頼について

（厚生労働省発基安０３２６第１号）
(以下抜粋)
労働災害の防止につきましては、平素から格別の御協力を賜り深く感謝申し上げます。厚生労働省におきましては、産業界における自主的な労働災害防止活動を推進するとともに、広く一般の安全意識の高揚と安全活動の定着を図るため、毎年、全国安全週間を主唱しております。

　本年も別添の「平成３１年度全国安全週間実施要綱」に基づき、７月１日から７月７までを安全週間、６月１日から６月３０日までを準備期間として、「新たな時代にPDCAみんなで築こう　ゼロ災職場」をスローガンとし、全国一斉に積極的な活動を行うこととしました。つきましては、この週間の趣旨を御理解いただき、関係機関及び傘下の団体等に対する周知等格段の御協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。









以上
平成３１年２月生産・出荷統計
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル

カメラ
	173,243
(0.65)
	8,409
(0.68)
	269,315
(0.65)
	227,581
(0.91)
	12,128
(1.08)
	234,700
(0.60)
	259,322
(1.27)

	フィルム

カメラ
	7,889
(1.00)
	8,082
(1.04)
	6,440
(0.98)
	8,431
(0.91)
	9,363
(1.02)
	6,525
(0.99)
	9,877
(1.13)

	交換レンズ


	159,830
(0.74)
	9,154
(0.77)
	96,537
(0.83)
	267,488
(0.89)
	12,688
(0.89)
	37,828
(1.16)
	563,365
(1.25)

	光学・精密

測定機
	29,123
(1.00)
	6,687
 (1.02)
	-
	26,888
(0.96)
	6,479
(0.94)
	-
	35,535
(1.22)

	光分析機器


	14,610
(1.02)
	21,444
(1.07)
	-
	15,346
(0.99)
	21,976
(1.08)
	-
	7,626
(1.07)

	測量機


	 4,199
(0.78)
	763
(0.80)
	-
	9,758
(1.03)
	1,435
(0.87)
	-
	13,354
(2.17)

	合　計


	  -    


	54,539
(0.92)
	-
	-

	64,069
(1.01)
	-
	-



(　　　)内は、前年度比

注1） 「受入」:調査期間中に工場または倉庫に次の事由により受入れられた製品の数量

（1） 他企業から購入したもの(輸入を含む)

（2） 同一企業内の他工場から受入れたもの

（3） 委託生産品及び委託加工品を委託先の工場から受入れたもの

（4） 返品(戻入れ)されたもの　

　注２）　平成２５年１月より「写真用品」「双眼鏡」「顕微鏡」は経済産業省データ削除により掲載不可
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